
長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改正に係る新旧対照表 

改正前 改正後 

（訪問介護員等の員数） 

第６条（略） 

２～４（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

５ 指定介護予防訪問介護事業者が指定訪問介護事業者の指定を併

せて受け、かつ、指定介護予防訪問介護の事業と指定訪問介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、指定居宅サービス等基準条例第６条第１項から第４項までに

規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定す

る基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

 第３節 設備に関する基準 

第１００条（略） 

２・３（略） 

（新設） 

 

 

 

４ 指定介護予防通所介護事業者が指定通所介護事業者の指定を併

（訪問介護員等の員数） 

第６条（略） 

２～４（略） 

５ 第２項の規定にかかわらず、常勤のサービス提供責任者を３人以

上配置し、かつ、サービス提供責任者の業務に主として従事する者

を１人以上配置している指定介護予防訪問介護事業所において、サ

ービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合にあっ

ては、当該指定介護予防訪問介護事業所に置くべきサービス提供責

任者の員数は、利用者の数が５０又はその端数を増すごとに１人以

上とすることができる。 

６ 指定介護予防訪問介護事業者が指定訪問介護事業者の指定を併

せて受け、かつ、指定介護予防訪問介護の事業と指定訪問介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、指定居宅サービス等基準条例第６条第１項から第４項までに

規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定す

る基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

 第３節 設備に関する基準 

第１００条（略） 

２・３（略）  

４ 前項ただし書の場合（指定介護予防通所介護事業者が第１項に掲

げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定介護予防通所介護以外のサ

ービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該

サービスの提供の開始前に市長に届け出るものとする。 

５ 指定介護予防通所介護事業者が指定通所介護事業者の指定を併



改正前 改正後 

せて受け、かつ、指定介護予防通所介護の事業と指定通所介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、指定居宅サービス等基準条例第１０２条第１項から第３項ま

でに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（準用） 

第１０８条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２４

条、第２５条、第３１条から第３８条まで、第３９条の２及び第５

４条の規定は、指定介護予防通所介護の事業について準用する。こ

の場合において、第９条第１項中「第２７条」とあるのは「第１０

２条」と、「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」

せて受け、かつ、指定介護予防通所介護の事業と指定通所介護の事

業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合につい

ては、指定居宅サービス等基準条例第１０２条第１項から第３項ま

でに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前３項に規

定する基準を満たしているものとみなすことができる。 

 

（事故発生時の対応） 

第１０６条の２ 指定介護予防通所介護事業者は、利用者に対する指

定介護予防通所介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、

当該利用者の家族、当該利用者に係る介護予防支援事業者等に連絡

を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定介護予防通所介護事業者は、前項の事故の状況及び当該事故

に際して採った処置を記録しなければならない。 

３ 指定介護予防通所介護事業者は、利用者に対する指定介護予防通

所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行わなければならない。 

４ 指定介護予防通所介護事業者は、第１００条第４項の指定介護予

防通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第

１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならな

い。 

 

〈準用） 

第１０８条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２４

条、第２５条、第３１条から第３６条まで、第３８条、第３９条の

２及び第５４条の規定は、指定介護予防通所介護の事業について準

用する。この場合において、第９条第１項中「第２７条」とあるの

は「第１０２条」と、「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所



改正前 改正後 

と、第２５条中「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従

業者」と、第３１条中「第２７条」とあるのは「第１０２条」と、

「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」とする。 

 

 

（準用） 

第１１６条 第９条から第１５条まで、第１７条、第１８条、第２０

条、第２２条、第２４条、第２５条、第３１条から第３４条まで、

第３５条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条から第３８条まで、

第３９条の２及び第５４条並びに第１節、第４節（第１０１条第１

項及び第１０８条を除く。）及び前節の規定は、基準該当介護予防

通所介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１

項中「第２７条」とあるのは「第１１６条において準用する第１０

２条」と、「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」

と、第２０条第１項中「及び内容、当該指定介護予防訪問介護につ

いて法第５３条第４項の規定により利用者に代わって支払を受け

る介護予防サービス費の額」とあるのは「、内容」と、第２２条中

「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問介護」とあ

るのは「基準該当介護予防通所介護」と、第２５条中「訪問介護員

等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」と、第３１条中「第２

７条」とあるのは「第１１６条において準用する第１０２条」と、

「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」と、第１

０１条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防

通所介護」とあるのは「基準該当介護予防通所介護」と、同条第３

項中「前２項」とあるのは「前項」とする。 

介護従業者」と、第２５条中「訪問介護員等」とあるのは「介護予

防通所介護従業者」と、第３１条中「第２７条」とあるのは「第１

０２条」と、「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業

者」とする。 

 

（準用） 

第１１６条 第９条から第１５条まで、第１７条、第１８条、第２０

条、第２２条、第２４条、第２５条、第３１条から第３４条まで、

第３５条（第５項及び第６項を除く。）、第３６条、第３８条、第３

９条の２及び第５４条並びに第１節、第４節（第１０１条第１項及

び第１０８条を除く。）及び前節の規定は、基準該当介護予防通所

介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１項中

「第２７条」とあるのは「第１１６条において準用する第１０２条」

と、「訪問介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」と、

第２０条第１項中「及び内容、当該指定介護予防訪問介護について

法第５３条第４項の規定により利用者に代わって支払を受ける介

護予防サービス費の額」とあるのは「、内容」と、第２２条中「法

定代理受領サービスに該当しない指定介護予防訪問介護」とあるの

は「基準該当介護予防通所介護」と、第２５条中「訪問介護員等」

とあるのは「介護予防通所介護従業者」と、第３１条中「第２７条」

とあるのは「第１１６条において準用する第１０２条」と、「訪問

介護員等」とあるのは「介護予防通所介護従業者」と、第１０１条

第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防通所介

護」とあるのは「基準該当介護予防通所介護」と、同条第３項中「前

２項」とあるのは「前項」とする。 

 


